
 

 

平成２７年塩尻市議会９月定例会 

総務生活委員会会議録 
 

○日  時  平成２７年９月１７日（木）  午前１０時００分 

○場  所  全員協議会室 

○審査事項   

議案第 ２号 平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

議案第 ７号 平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 議案第１１号 塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

 議案第１２号 塩尻市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 議案第２５号 平成２７年度塩尻市一般会計補正予算（第３号）中 歳入全般、歳出１款議会費、２款総務費、

４款衛生費中１項保健衛生費５目環境衛生費、９款消防費、第２条債務負担行為補正、第３条

地方債補正 

 議案第２６号 平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 議案第２８号 平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

○出席委員・議員 

委員長  横沢  英一 君        副委員長  平間  正治 君 

        委員  永井  泰仁 君          委員  中原 巳年男 君 

委員  柴田   博 君          委員  永田  公由 君 

議長  金田  興一 君 

○欠席委員 

       なし 

────────────────────────────────── 

○説明のため出席した理事者・職員 

省略 

────────────────────────────────── 

○議会事務局職員 

事務局長  百瀬  惠一 君     事務局次長  青木  隆之 君 

────────────────────────────────── 

午前９時５８分 開会 

○委員長 おはようございます。それでは、昨日に引き続きまして総務生活委員会を開会いたします。本日の委

員会は、委員全員が出席しております。昨日、宿題が２つございましたので、まずそれの説明をお願いいたしま

す。 



 

 

○地域振興課長 昨日、柴田委員さんのほうから請求のございました地域振興バスの利用状況の関係でございま

す。１枚ぺらのものでございますけれども、４条運送、それから次の行のところに自家用有償運送とございます。

アルピコがこの４条のほうに該当いたします。それから自家用有償運送のほうが大新東ということでございまし

て、楢川線でございます。左側の下のほうにまいりまして、委託料というところがございます。こちらが決算書

の１８７ページにございます委託料でございまして、５，５３９万９，０００円余ということでございます。こ

ちらのほうの算出の仕方につきましては、上の運行経費Ａという７，１９４万６，０００円余とございますが、

こちらから運賃のＢ、それから昨日御説明申し上げました国庫補助金４２３万８，０００円、これを引いたもの

が委託料として計上されているというものでございます。以上でございます。 

○委員長 ほかにはどうですか。柴田委員さん、それでよろしいですか。 

○柴田博委員 はい。 

○委員長 じゃあ、お願いします。会計管理者。 

○会計管理者 昨日、永井委員さんから御質問をいただいておりました決算書５５ページの２節民生費雑入、不

納欠損について御説明申し上げます。不納欠損額１０４万１，００４円のまず内訳でございますけれども、障害

福祉サービス給付費返還金過年度分として６０万２，９２６円、生活保護費返還金過年度分といたしまして４３

万８，０７８円となります。初めに障害福祉サービス給付費返還金から御説明申し上げます。６０万２，９２６

円につきましては、平成２３年度に長野県が障害者自立支援法第４８条第１項の規定に基づきまして、ＮＰＯ法

人が運営する指定障害福祉サービス事業所の監査を実施しましたところ、障害者自立支援法に基づきます指定障

害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等が守られず、適正な運営がなされていない事実が

認められたＮＰＯ法人がございました。それで、同法第４９条第１項の規定に基づきまして事業所に勧告し、本

市で支給決定していた利用者分の返還請求をしてきたところでございますけれども、平成２５年度に対象事業所

が指定取消処分となりまして、活動実態のない状況でございました。将来的に事業を再開する見込みもなく、差

し押えることのできる財産もないことから、地方自治法施行令第１７１条５条１項の規定によりまして、不納欠

損処理を行ったものです。 

また、生活保護費返還金の過年度分の不納欠損額４３万８，０７８円につきましては、生活保護法第６３条等

により保護費の返還が生じたもののうち、債権者の所在が不明であり、かつ差し押えることができる財産もない

案件について、地方自治法施行令第１７１条５により徴収停止を行い、地方自治法第２３６条による５年間の時

効を経過したため、不納欠損処理を行ったものとなります。いずれも法に基づいた適正な事務処理で行われたと

しております。 

○委員長 永井委員、よろしいですか。 

○永井泰仁委員 これは要望ですけれども、生活保護費が平成２７年度が恐らく一番ふえてピークになるんじゃ

ないかと思うわけですが、これにかかわる件にしても、それぞれのケースワーカー等が早くからその辺のところ

は掌握をしてるし、５年間過ぎないとそういうことはできなということは法律的にもよくわかるんですが、時効

にならない範囲で取るものは取るということと、それから今回の、そういうＮＰＯ法人等との継続性がないとい

うことで、これはやむを得ないかもしれませんが、その辺の理由をね、監査委員からもあんまり指摘されないよ

うに簡単な説明書か何かをつけて、きちっと今後またわかるようにね、不納欠損の。そんなようなことも創意工



 

 

夫されたらいいんじゃないかと、こんなに思っておりますので、また担当課のほうともよく相談してもらいたい

と思います。いいです。 

○委員長 よろしいですね。 

────────────────────────────────── 

議案第２号 平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

○委員長 それでは、議案第２号平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定についてを議

題といたします。説明を求めます。 

○市民課長 それでは、議案第２号平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について御

説明をいたします。決算書は２６３ページから、決算説明資料は８３ページになりますので、ごらんいただきた

いと思います。 

それではまず、決算書の２６３ページになりますけれども、特別会計の歳入合計は７４億９，８２９万６，１

７６円で、前年度対比では２．０％、１億４，５２６万３，６２０円の増となっております。次に歳出の合計で

すけれども、７２億１，３６６万１，１２０円で、前年度対比では２．７％、１億９，２８８万６８７円の増と

なっております。歳入歳出差引額は２億８，４６３万５，０５６円となり、この金額を翌年度に繰り越しており

ます。 

特別会計につきましては、決算書のページ順に歳入から説明をさせていただきますので、２７２、２７３ペー

ジをお願いいたします。２７２、２７３ページ、１款国民健康保険税ですけれども、収入済額は１６億７８５万

９，１５０円で、収納率につきましては現年度分が９３．６６％で、前年度対比では１．５２ポイントの増、過

年度分は１８．０５％で０．４１ポイントの増、合計では７５．５９％で１．１４ポイントの増となっておりま

す。 

決算説明資料の８６ページのほうをごらんいただきたいと思いますが、決算説明資料の８６ページに国保加入

世帯数等の状況がございます。世帯数につきましては、２６年度が９，８４４世帯で、前年度対比では６１世帯

の減。被保険者数は１万７，３５７人で、前年度対比は３３５人の減ということで、２４、２５年度と増加して

おりましたがけれども、２６年度は減少に転じているというような状況でございます。また、説明資料の８７ペ

ージに国保税の年度別の推移の状況がございます。収納率につきましては、ごらんいただくように過去５年間の

中では高い収納率となっております。 

それでは、決算書に戻っていただきまして、２７４、２７５ページをお願いいたします。３款１項１目の療養

給付費等負担金、こちらは国が１００分の３２を負担するもので、備考欄の１つ目の黒ポツにつきましては、一

般被保険者の療養給付費に対しまして７億７，６９５万円余、２つ目の黒ポツは、後期高齢者支援金負担金に対

して２億７，３３１万円余、３つ目の黒ポツは、介護納付金負担金に対して１億１，４９５万円余が国から交付

されたものでございます。２目の高額医療費共同事業負担金、こちらは国の負担率は４分の１で４，０５３万円

余。それから３目の特定健康診査等負担金は、国の負担率が３分の１で８５７万円余が、それぞれ交付されたも

のでございます。 

２項１目の財政調整交付金につきましては、備考欄の１つ目の黒ポツ、普通調整交付金につきましては、一般

被保険者の療養給付費や後期高齢者支援金などに対しまして７％が交付されるもので、金額は２億７，４３５万



 

 

円。次の黒ポツ、特別調整交付金につきましては、被保険者の年齢構成や所得水準など、保険者の責任によらな

い特殊事情により交付されるもので、６，２９０万円余が交付されております。 

それでは、次の２７６、２７７ページをごらんください。４款１項１目の療養給付費等交付金、こちらは退職

被保険者等の療養給付費に対して、社会保険診療報酬支払基金から４億４，６０２万円余が交付されたものでご

ざいます。 

５款１項１目の前期高齢者交付金、これは６５歳から７４歳までの前期高齢者の医療費等に応じまして、こち

らも社会保険診療報酬支払基金から１９億６８４万円余が交付されたものでございます。 

次、６款１項の県負担金につきましては、先ほど国の負担金でも御説明しましたが、高額医療費共同事業負担

金について４分の１、特定健康診査等については３分の１を県が負担したものでございます。 

次の２項１目の財政調整交付金、これも国の補助金と同様ですけれども、補助率につきましては、普通調整交

付金が８％ということで２億８，３５６万円余、特別調整交付金につきましては１％ということで、２，８３２

万円が県から交付されております。 

次の２７８、２７９ページをお願いいたします。７款１項１目の共同事業交付金でございますけれども、こち

らは国保連合会が事業主体となりまして、高額の医療費に対して県単位で財政調整を行う制度でございまして、

各市町村の拠出金をもとに、また各市町村へ再度交付されるというような制度になっております。高額医療費共

同事業につきましては、１件８０万円以上の医療費に対して交付されているもので１億６，７０１万円余。保険

財政共同安定化事業につきましては、１件３０万円以上で８０万円までのものに対しまして、６億１，４２７万

円余が交付されております。 

９款１項１目の一般会計繰入金は、４億７，５４９万円余りを一般会計から繰り入れたものでございます。１

節の保険基盤安定繰入金から５節の財政安定化支援事業繰入金までは、規定に基づき繰り入れていただいたもの

でございます。６節のその他一般会計繰入金、特定健診等保健事業費に対するもの３，０５８万円余と財政支援

繰入金１億３，５００万円につきましても、一般会計からの繰り入れをしているものでございます。 

１０款繰越金につきましては、前年度の繰越金として３億３，２２５万円余でございました。 

それでは、次に歳出の説明をさせていただきます。２８２、２８３ページをお願いいたします。１款１項１目

の一般管理費ですけれども、備考欄２つ目の白丸、国保事務諸経費の主なものにつきましては、下から７つ目に

なりますが、電算化共同処理事業委託料２７１万円余り、それからその３つ下、レセプト点検業務委託料２１０

万円余りが主なものですが、いずれも国保連合会へ委託したものでございます。 

２項１目の賦課徴収費では、備考欄２つ目の白丸の賦課徴収事務諸経費で、主なものにつきましては、下から

２つ目の税情報等システム使用料の１，０８４万円余となっております。 

それでは、次の２８４、２８５ページをお願いいたします。２款１項の療養諸費につきましては、一般被保険

者分と退職被保険者分に大きく分れまして、さらにそれが入院、外来、調剤などの療養給付費、それと柔道整復、

針、あんまなどの療養費とに分れておりまして、４つの目に分れております。１目の一般被保険者療養給付費は、

２４万１，３１５件でございまして、金額が３８億６，４０５万円余、２目の退職被保険者等療養給付費は２万

２，５０５件で３億４，８５０万円余。３目の一般被保険者療養費、こちらは７，２０６件で４，９５９万円余。

４目の退職被保険者等療養費は、６２６件で４１４万円余となっております。前年度対比では、療養給付費は１．



 

 

４％、療養費は４．５％のそれぞれ増となっております。５目の審査支払手数料は、国保連合会へ支出した手数

料でございます。 

２項の高額療養費、これにつきましては、１カ月の窓口負担金が世帯の所得に応じまして、それぞれの限度額

を超えた場合にお支払いしているもので、一般被保険者分は２，７３９件、５億２，１２９万円余、退職被保険

者分につきましては、１６０件で５，９２３万円余となっております。３目と次のページの４目、高額医療・高

額介護合算療養費につきましては、医療費と介護サービス費の１年間の自己負担額が限度額を超えた場合にお支

払いしているもので、一般被保険者分については１０件で３８万円余。次のページの退職被保険者分につきまし

ては、１件で１３万円余となっております。 

決算説明資料の８８ページをごらんください。伸び率につきましては先ほど少し申し上げましたが、８８ペー

ジに医療給付費の年度別推移の状況がございます。医療給付費の合計では、平成２６年度は前年度対比で１．９％

の増ということで、２５年度の５．１％増に比べますと、伸び率が低くなったという状況ではございます。 

それでは、決算書にお戻りいただきまして、２８６、２８７ページをごらんください。４項１目の出産育児一

時金は６４件で２，６７２万円余。５項１目の葬祭費につきましては、７０件で３５０万円をそれぞれ支出して

おります。 

 ３款１項１目の後期高齢者支援金につきましては、後期高齢者医療制度の医療費の約４０％を支援するという

もので、９億２，２９８万円余を支出しております。 

それでは、次の２８８、２８９ページをお願いいたします。６款１項１目の介護納付金、こちらは介護給付費

の約３０％を納付するというもので、３億５，９２４万円余を支出しております。 

７款１項１目の高額医療費拠出金は、先ほど歳入でもお話ししました国保連合会が事業主体となり、各市町村

の拠出金により、県単位で財政調整を行っている制度でございまして、１件８０万円を超える分の高額医療費拠

出金につきましては１億６，２１４万円余り、それから１件３０万円を超えて８０万円までの保険財政共同安定

化事業に対しましては、５億７，７００万円余りを拠出しております。 

次の８款１項の特定健康診査等事業費につきましては、健康づくり課のほうから説明をさせていただきます。 

○健康づくり課長 それでは、特定健康診査等事業諸経費でございますけれども、平成２０年４月から高齢者の

医療の確保に関する法律によりまして、医療保険者は、生活習慣病の早期発見を目的とした特定健康診査、特定

保健指導の実施を義務づけられておりまして、その健康診査と、その結果に基づく保健指導に係る経費でござい

ます。下から３つ目の黒ポツ、特定健康診査委託料ですけれども、塩筑医師会と健康づくり事業団に国保被保険

者の特定健診を委託したもので、受診者は４，９７２人でございました。 

○市民課長 それでは、続きまして、２９０、２９１ページをお願いいたします。２目の疾病予防費につきまし

ては、人間ドック等の補助で６７４件、１，０００万円を補助しております。決算説明資料の８９ページに、こ

の補助の５年間の状況の表もございますけれども、年々件数が増加しておりまして、市民の健康意識が高まって

いると思っております。 

 次、決算書に戻っていただきまして、９款１項１目の財政調整基金積立金につきましては、前年度の決算剰余

金から１億４，１００万円余を積み立てております。基金の年度末現在高につきましては、昨日も説明がありま

したが２億４，２００万円余りとなっております。 



 

 

 次に２９２、２９３ページをお願いをいたします。１１款１項３目の償還金５，０４１万円余でございますが、

こちらは退職被保険者療養給付費交付金、また療養給付費の国庫負担金等の精算に伴います国への償還金となっ

ております。国保特別会計決算の説明は以上になります。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問ありますか。 

○柴田博委員 歳入のほうなんですけれども、歳入の合計を１００とした場合に、国、県、市、それから加入者

が払う国保税の４つで大まかに見た場合に、それぞれ何パーセントぐらいずつになるか、わかったら教えてくだ

さい。 

○市民課長 大まかに言いますと、公費が５０％、それから市、それぞれの保険者で賄う分が５０％という、大

きな枠組みにはなっております。その公費のほうなんですけれども、国が、先ほど交付金のところでもお話しし

ましたが３２％、それから調整交付金で国が９％、県も９％ということで合わせて１８％で、トータルでは５０％

というような計算上の数字にはなっております。保険者が賄う費用につきましては、当然保険税もありますし、

お願いしております一般会計からの繰り入れ等もございます。そんなような状況です。 

○柴田博委員 そうすると、先ほどのあれで、国が３２％足す９％で４１％ということでいいですか。 

○市民課長 数字上はそういうことになっております。 

○柴田博委員 その場合に国が４１％で、県が９％で、あと国保税で加入者が払う分の残りは、いろんな形には

なっていると思いますが、市が直接負担しているというのは何パーセントぐらいなるわけですか。 

○市民課長 直接負担するというものをですね、今ちょっと割返した数字を持っておりません。一般会計からの

繰入金等も含めて計算させていただきたいと思いますので、また後ほど計算したいと思います。 

○柴田博委員 じゃあ、お願いします。もう１点いいですか。説明資料の８８ページのところで、先ほど説明の

あった医療給付費の年度別の推移ですけれども、これを見ると２２年、２３年度くらいは、前年比７％とか、６．

６％とかっていう高い数字なんですけど、２４、２５、２６年度については、２５年度はちょっと５．１％で高

いですけれども、それぞれ２４年度は１．３％、２６年度は１．９％ということで、大分前に比べると少なくな

っているんですけど、その要因というのはどんなふうに考えられるのか、もしわかれば教えてください。 

○市民課長 この給付費の中で療養給付費が大きな数字を占めているわけですけれども、特に入院が多かった年

は、当然その療養給付費がふえて、この給付費全体がふえているというような状況になっております。過去の２

２、２３年度、それから２５年度を見てもですね、その前後の年と比べまして、入院に対する給付がふえている

というような状況でございます。以上です。 

○柴田博委員 今の財政健全化計画を立てて始まったのが２４年からですよね、２４、２５、２６年で３年間で

すよね。計画をつくるときには、２２、２３年あたりの実績を見て、非常に医療費の伸びが多くて大変だという

ことで、いまのような計画ができたんですけども、それが、たまたまそこのときに入院が多かったのかというこ

とかとは思うんですけども、３年間見て後残り２年間ですね。２７、２８年がどういう方向になるか。この間の

何か説明では、今年度はちょっと伸びがまた高いというような話でしたけれども、その辺も絡めてどんな方向に

行くのか、もし予測があればお聞かせください。 

○市民課長 財政健全化指針につきましては、２４年度に策定しておりますけれども、２５、２６、２７年を前

期の改正。 



 

 

○柴田博委員 そうか、ことしまでだね。 

○市民課長 としております。そのときには、年間４％弱の伸びということで見通しておりましたけれども、２

５年度は少しふえた。２６年度については、また減ったというような状況でございます。先日も本会議で少しお

話させていただきましたけれども、今年度の８月までにお支払いした医療給付費につきましては、前年同期と比

べまして療養給付費分が８．７％の増というようなことでございまして、また、今年度に入ってから入院治療を

される方がふえているというような状況でございます。上半期、まだ終わっていないので、このまま続くのかど

うかっていうこともちょっと今のところわかりませんので、そこまで見た段階でですね、後期の財政運営のとき

の医療給付費の伸び率も考えたいと思っております。以上です。 

○柴田博委員 あと、もう１点。２８９ページの真ん中あたりの高額医療費拠出金ですけれども、それぞれ８０

万円以上と３０万円から８０万円までで、合計が７億３，９００万円余に対して、歳入のほうで入ってくるほう

については、７億８，０００万円くらいあったと思うんですが、その辺の数字については、市としてはどんなふ

うに見てるんでしょうか。これから、今３０万円以上ってやつが１円からになりますよね。その辺で、今後どう

なっていくか、もし予測等がつけば、そうなった場合でも同じような傾向で入るほうが多くなってくるのか、そ

れとも逆転していくのか、その辺についてはどうでしょうか。 

○市民課長 これにつきましては、歳入のほうに候補率ということで１００分の５９という数字書いてございま

すけれども、県全体で１００分の５９をそれぞれの市町村に分けている。その必要金額を逆に各市町村にまた割

り振って拠出金をいただくというようなことになっております。その中で、過去３年間の療養費の平均をとりま

して、それぞれ割り振られてくるもんですから、これがもし１円からになったとしても、このような傾向で行く

のではないかと思っております。 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○永井泰仁委員 ２８７ページのいわゆる葬祭諸費の葬祭費でありますが、５万円ということですが、これ県下

の他市の状況は、どのくらいの単価でやっておりますでしょうか。 

○市民課長 申しわけございませんが、他市の金額まで、今、資料ございませんので、また後ほどお答えさせて

いただきます。 

○永井泰仁委員 これは、もらうほうはありがたいと思うんだけれども、この５万円の、前回は７０件というこ

とでしたけど、これ他市では廃止をしているところもかなりふえてきているような気がするんですが、ちょっと

その辺のところ、また他市の状況も調べてみてもらいたいなと思います。 

 それから、いいですか、続けて。それから、その前の２８５ページの審査支払手数料のレセプトの関係ですが、

これは、私の記憶してるのはちょっと古いもんであれですが、今、１件単価どのくらいになっていますか。 

○市民課長 申しわけありません。単価についても手元に資料がございませんので、後ほどお答えさせていただ

きます。 

○永井泰仁委員 はい、じゃあ、お願いします。 

○委員長 ほかにはどうですか。いいですか。 

 それでは、これより自由討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 



 

 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、議案第２号平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定については、

原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第２号平成２６年度塩尻市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定につき

ましては、全員一致をもって認定すべきものと決しました。 

────────────────────────────────── 

議案第７号 平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

○委員長 次に、議案第７号平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定についてを議題

といたします。説明を求めます。 

○市民課長 それでは、引き続きお願いいたします。議案第７号平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会

計の決算について説明をさせていただきます。決算書の３５７ページをお願いいたします。後期高齢者医療事業

特別会計の歳入決算額は、６億６，０９４万６，７２６円で、前年度対比では８．５％、５，１８８万２，１９

４円の増でございます。歳出決算額は６億４，２３２万４，９２６円で、前年度対比では８．３％、４，９２１

万９，１５５円の増となりました。歳入歳出の差引額は１，８６２万１，８００円で、これを翌年度に繰り越し

ております。 

 それでは、こちらも歳入から説明をさせていただきますので、３６２、３６３ページをお願いいたします。３

６２ページ１款の後期高齢者医療保険料につきましては、収入済額５億１，５８７万２，９２７円で、収納率に

つきましては９９．５５％、滞納繰越分が４３．９％で、全体では前年度より０．１４ポイント高い９９．１％

でございました。被保険者数については８，９５２人で、前年度より２．１％、１８０人の増となっております。 

 ３款１項２目の保険基盤安定繰入金１億１，７９９万円余につきましては、一般会計から保険税軽減分の繰り

入れでございまして、これは同額を広域連合へ納付しております。 

 それでは、次に歳出の説明になります。３６６、３６７ページをお願いいたします。１款の総務費につきまし

ては、嘱託員の人件費などの１目一般管理費とシステム使用料などの２項の徴収費となっております。 

２款１項の広域連合納付金につきましては、徴収しました保険料５億１，３３０万円余と、一般会計から繰り

入れました保険基盤安定納付金１億１，７９９万円余を広域連合へ納付しております。なお、保険料につきまし

ては、出納整理期間中に納付した分につきましては、翌年度に納入するというような流れになっておりまして、

保険税の収納額とこの納付金との額は一致しておりませんので、お願いいたします。後期高齢者医療特別会計に

ついての説明は以上です。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 

○柴田博委員 保険料の関係なんですが、今、説明があったように保険料として歳入があった分と、納付金とし

て繰り出した分と額が違うんですが、基本的には集めた分だけを納付すればいいということなのか、それとも塩

尻市の負担分として幾ら納付しなさいという形で請求というか、金額が示されてくるのか、その辺については、

この制度についてはどうなってるんでしょうか。 



 

 

○市民課長 保険料の集めた分だけを納付すればいいことになっております。 

○柴田博委員 それとあと、きょうのところで、特別会計の中で保険料を集めて、それを広域連合のほうに払っ

てるっていうのと、それからあと、きのうの一般会計の中で事務費と医療費として直接払っている分があったと

思うんですが、その関係は、どういう関係になるんでしょうか。 

○市民課長 事務費につきましては、広域連合を運営するのに必要な経費につきまして、それぞれの市町村でお

支払いしてるということでございますし、後期高齢者の医療費につきましても一定部分につきまして、それぞれ

の市町村で負担しているということでございます。 

○柴田博委員 その一定部分についてというとこなんですけども、それはどういうふうに決められてくる金額な

んでしょうか。医療費。 

○市民課長 係長から説明させていだだきます。 

○国保年金係長 事務費の負担割合につきましては、法定で決まったものがございまして、全国一律、医療給付

費の法定部分を納付させていただく形になっております。 

○柴田博委員 医療費。 

○国保年金係長 医療費のかかった分の市町村負担分の納付ということでよろしいでしょうか。 

○永田公由委員 事務費じゃなくて医療費だよ。 

○国保年金係長 医療費です。 

○柴田博委員 そうすると塩尻市で、この保険に入っている加入者の皆さんが、どれだけ医療費を使ったという

ことは関係なしに一定額を支払ってるって、そういうことですか。 

○国保年金係長 塩尻市の給付に対する割合はですね、全国一律になっておりますので、結果的に市の一般会計

負担額は、市の後期高齢者加入者の医療によったものになってまいります。 

○柴田博委員 済みません、よくわからないんだけど、全国一律で一定の割合でって、長野県だけ見れば県内で

どこの市町村も同じ割合で、医療費これだけですよっていう割合で来るのか、それとも塩尻市はこれだけ保険料

の納付があったけれども、実際に医療費はこれだけかかってるんで、これだけお願いしますねって来るのか、と

いうことなんですけど。もうちょっとわかりやすくお願いします。 

○市民課長 医療費がふえれば、負担金もふえるというような計算になります。 

○柴田博委員 そうなってるんだね。いいです。 

○委員長 よろしいですか。ほかにはどうですか。 

○永井泰仁委員 ３６７ページの後期高齢者医療広域連合納付金で、この中の保険基盤安定ということで納付金

ですが、保険料の軽減ということでしたが、この保険料の軽減というその論拠をちょっと説明してください。 

○市民課長 論拠と言いますか、所得の低い方に対しまして保険税の軽減措置があるわけですけれども、その分

につきましては、歳入のほうで繰り入れていただいた分をそっくりそのまま保険料として広域連合のほうに納付

しているという状況でございます。 

○永井泰仁委員 だで、これは歳入を見て同額を安定基盤の、いわゆる納付金ということで計上をしてるという

考えですか。 

○市民課長 そういうことでございます。 



 

 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○永田公由委員 後期高齢者医療連合の事務局が長野にあるわけですが、ここへ塩尻市からも職員が派遣されて

いると思いますが、ここの職員の派遣については、どういった決められ方をしているわけですか。 

○市民課長 どういった決められ方って言われますと、ちょっとお答えになるかわかりませんけども、市からは

最低１人、ちょっと記憶がはっきりしませんが、長野市が３人、松本市が２人くらいの割合だったかと思います。

あとは町村からも、多分町村会の割り当てで、これも数字がはっきり申し上げられません、五、六人の派遣があ

ったかと思っております。以上です。 

○永田公由委員 トップは県の派遣だよね、たしか。 

○市民課長 そのはずです。 

○永田公由委員 いいです。 

○委員長 じゃあ、よろしいでしょうかね。いいですか。 

 それでは、これより自由討論を行います。ありますか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、議案第７号平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定につきまし

ては、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第７号平成２６年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定につ

きましては、全員一致をもって認定すべきものと決しました。 

 それでは、１１時５分前まで、１０分間休憩をさせていただきます。 

午前１０時４６分 休憩 

――――――――――― 

午前１０時５４分 再開 

○委員長 休憩を解いて再開いたします。次に移ります。 

────────────────────────────────── 

議案第１１号 塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

○委員長 議案第１１号塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。説明を求め

ます。 

○市民課長 それでは、議案第１１号塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例の説明をさせていただきます。

議案関係資料の８ページをごらんください。議案関係資料の８ページでございますが、まず提案理由ですけれど

も、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、いわゆるマイナンバー法が平成

２７年１０月５日から施行されることに伴いまして、必要な改正をするものでございます。 

 改正の概要につきましては、個人番号の通知カード及び個人番号カードの再交付に係る手数料を定めるものな

どでございます。 



 

 

 条例の新旧対照表は９ページからありますので、ごらんください。まず９ページの改正条例の第１条関係の部

分ですけれども、別表の第１に個人番号の通知カードの再交付手数料１件５００円を追加するもの。また、今回

の条例改正にあわせまして、今まで住民台帳の閲覧という文言でありましたものを住民基本台帳の一部の写しの

閲覧に改めるものでございます。 

次に１０ページに改正条例第２条関係がございますけれども、こちらは、別表第１の住民基本台帳カードの交

付手数料を削除いたしまして、個人番号カードの再交付手数料１件８００円を追加するものでございます。 

 ８ページに戻っていただきまして条例の施行ですけれども、改正条例の第１条、これは通知カードの再発行に

係る部分ですけれども、これを平成２７年１０月５日から、それから改正条例の第２条、個人番号カードの再交

付の部分につきましては、平成２８年１月１日から施行するものでございます。説明は以上です。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 

○永田公由委員 住民台帳の一部の写しの閲覧１回と、それから住民台帳の閲覧１冊の違いは、どういう違いが

あるわけですか。 

○市民課長 住民台帳の閲覧につきましては、実は平成１８年に住民基本台帳法の改正がありまして、それ以前

はどなたでも閲覧が可能だった時期がございます。その当時に、いわゆる４情報という氏名、住所、性別、生年

月日ですね、この４情報を閲覧用に印刷したものがございまして、それを住民台帳と呼んでおりました。法律は

変わりましたけれどもそのままで、閲覧させるものは変わったんですけれども、この条例は改正せずに実は現在

まできてしまっているという状況でございます。新しくできました住民基本台帳の一部の写しの閲覧というのは、

１８年に改正になったとき以降にですね、全件ではなくって、閲覧したい方が必要な部分のみを写しをつくりま

して、それを見ていただくということに変わっておりまして、その現状と合わせるために今回文言の修正をさせ

ていただくというものでございます。以上です。 

○永田公由委員 これだと個人情報が出てるっていうことになるんだけど、個人情報保護法との絡みっていうの

はどういうふうになるわけですか。 

○市民課長 現在、閲覧はどなたでもできるわけではなくて、国、または地方公共団体、あとはその他の団体と

しても広域的な事業の目的に使用する場合っていうふうに限られております。ですので、一般的に言う個人情報

保護につきましては、この住民基本台帳法の範囲内で閲覧をしていただいているという状況でございます。 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○柴田博委員 個人番号の通知カードと個人番号カードの再交付には、金がかかるよっていうことで、初めの交

付にはお金がかからないということのようですけれども、それはなぜ、そういうふうになったわけですか。 

○市民課長 今回のマイナンバー制度につきましては、国が主導的に行っているということもありまして、当初

予算に予算を乗せていただいてありますけれども、市はですね、市って言いますか、全国の自治体が、省略して

Ｊ－ＬＩＳって言います地方公共団体情報システム機構というところに、今回のこの発行業務を委託するという

ことになっております。委託料を各市町村が払うんですけれども、それにつきましては、全額国のほうで補助金

を交付するということになっておりまして、お金の流れとしては、国が全額１回市町村にお金を出して、今回の

発行に係るカードの料金も含めまして、各市町村は、そのＪ－ＬＩＳという団体に委託するというような形にな

っておりますので、住民の方は負担がなくて最初は発行されるということでございます。以上です。 



 

 

○柴田博委員 そうすると再発行の場合には、国はもう何も関与しないで、全部市町村の負担ということになる

わけですか。 

○市民課長 再発行につきましては、個人の方が紛失等をした場合ということになりますので、個人の方から再

発行の手数料をいただいて、実際に発行するのはＪ－ＬＩＳというところになるので、そのお金をどうやって支

払うかっていうのは、まだ実際に事務手続上来ておりませんけれども、委託費として支払うことになるだろうと

思っております。以上です。 

○柴田博委員 そうすると、その再発行を、例えばお願いしますねって市役所に来て、そういう手続をしても、

その場では再発行されないということですよね。後から送られてくるような形になるのか、取りに来るようにな

るのか、その辺はどう決まっているわけですか。 

○市民課長 Ｊ－ＬＩＳというところが発行主体になりますので、すぐは発行ができません。また、送られて来

る手順はですね、これもまだ、再発行の事務手続については具体的に示されておりませんけれども、当初の流れ

からいきますと通知カードにつきましては、個人のお宅に郵送されるであろうと。個人番号カードにつきまして

は、市役所の窓口に取りに来ていただくことになるだろうと思っております。以上です。 

○柴田博委員 一般質問の中でもいろいろ議論されてましたから、問題点いろいろあるということは承知してい

るんですが、そういう中で、個人番号カードをそれぞれの市民の方が交付してもらうような手続をとるかどうか

ということについては、行政のほうとしては、ぜひ個人番号カードをつくってくださいとか、どっちでもいいで

すよとか、そういうようなあれで、働きかけみたいなことは何かする予定はありますか。 

○市民課長 個人番号カードを持っていただくとですね、それ１枚で御本人の確認のできるものになるもんです

から、つくっていただきたいとは思っておりますけれども、市民課の立場でいきますと、窓口のですね、取りに

来ていただいたときの混雑等も考慮いたしまして、当面は積極的な啓発というものは考えておりません。以上で

す。 

○副委員長 その個人番号の再交付なんですけどね、理由はいろいろあるでしょうけど、紛失なら紛失で申請す

れば、簡単にと言うと語弊があるかもしれないですけど、手数料をもらうんでどんどん手続して出しますよって、

そういうことですか。何か規制があるんなら。 

○市民課長 紛失等で御本人が申請するものですし、先ほども言いましたように、それがあればその個人の方を

特定できるものになるものですから、基本的には申請に基づいて再交付をするということでございます。 

○副委員長 そんなことはあってはいけないと思うんですけども、１枚持ってるよりも二、三枚持ってて車に乗

せておいたり、自分の財布に入れておいたりしたほうが都合がいいんでということで、紛失したことを理由にし

て申請してくれば、そのまま渡さざるを得ないということですね。だから、あくまでもその人の持てるのは、番

号が１つ。 

○市民課長 番号は１つですので、個人の方は１枚ということになります。 

○副委員長 わかりました。 

○情報政策課長 再発行のときはですね、番号が変わります。それはなぜかというと、２枚、３枚になってくる

とですね、不正利用というのがございますので、その部分を防止するためにですね、番号を変えて再発行をする

と。手間としては、Ｊ－ＬＩＳが発行するので、その場合も時間がかかってしまいますけれども、唯一の１つの



 

 

番号を１つのカードで管理するということでございます。 

○副委員長 わかりました。 

○永井泰仁委員 ちょっと確認の意味でお願いしたいですが、最初にカードを、申請をですね、つくるときには、

ここにあるこの通知カードと、それから本人申請と言ったら、早く言えば免許証みたいなものと、ほかに何か持

ってく書類とか、印鑑だとか、どんなものが必要になります、最初のとき、今度は。 

○市民課長 通知カードがそれぞれ郵送されますけれども、それに基づいて希望する方は、個人番号カードを申

請していただくことになります。実際カードができてきますと、市のほうからカードができましたというお知ら

せをいたしますので、まずそのお知らせ、それから最初に送られてきた通知カード、それからその個人の方を特

定できる運転免許証なりの個人を証明する書類、これを持って来ていただくということになります。 

○永井泰仁委員 それじゃ、印鑑のようなものは一切必要ないってことだね。 

○市民課長 印鑑は必要ございません。 

○永井泰仁委員 それと、いろいろ郵送されてくる場合に、家族３人なら３人分が一括して郵送されて来るわけ

ですか。一人一人で通知文書が出るのか。 

○市民課長 最初の通知カードについては、世帯ごとに１つの封筒ということになっておりますが、世帯の人数

が多い場合は、郵便料金の関係で２通行くこともあるというふうに聞いております。以上です。 

○永井泰仁委員 それじゃ、最初のときには世帯単位で２人とか３人とか、まとめて郵送されて来るってことで

いいわけだね。 

○市民課長 そのとおりでございます。 

○永井泰仁委員 じゃあ、いいです。 

○柴田博委員 今までの住基カードを使って所得税の申告とかしてた人が、新しく個人番号カードを使ってやる

場合には、番号の読み取り機等はそのままで使えるわけですか。 

○市民課長 そのままで使えます。 

○柴田博委員 使える。じゃあ、いいです。 

○委員長 よろしいですかね。 

 それでは、これより自由討論に入らせていただきます。ありますか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないようですので、議案第１１号塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例については、原案のと

おり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１１号塩尻市手数料徴収条例の一部を改正する条例については、全員一致を

もって可決すべきものと決しました。 

────────────────────────────────── 

議案第１２号 塩尻市個人情報保護条例の一部を改正する条例 



 

 

○委員長 次に、議案第１２号塩尻市個人情報保護条例の一部を改正する条例を議題といたします。説明を求め

ます。 

○庶務課長 それでは、議案関係資料により説明をさせていただきますので、議案関係資料１１ページをお願い

いたします。提案の理由でございますが、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律、いわゆるここの場では番号法というふうに呼ばせていただきますけど、番号法が平成２７年１０月５日か

ら施行されることに伴い、必要な改正を行うものでございます。 

ここで、この条例改正に至った経過を説明させていただきます。国の番号法の施行に伴い、今後各個人に先ほ

どもございましたが、１２桁のマイナンバーが振られます。またそのことにより、現行の個人情報の取り扱い方

法に加えまして、より厳格な利用及び取り扱い方法が求められることとなりましたので、それに対応した条例改

正となります。国の法律の体系としましては、個人情報保護に対する特別法として番号法が位置づけられました。

その結果、本市の塩尻市個人情報保護条例と同じ位置づけとなる国の行政機関の保有する個人情報の保護に関す

る法律、いわゆる国の法律ですが、行政機関個人情報保護法の改正が行われましたので、この法律に倣う形で条

例の改正を行います。また、ただ本市の条例のほうが国の法律より先に策定された経過があるため、国の法律に

合わせる部分と本市の規定を生かす部分との、両方で改正を行うことになります。 

 １１ページへ戻っていただいて概要でございますけど、１つとして、新たに特定個人情報、情報提供等記録等

の用語を定義するもの。２つとして、特定個人情報の収集、利用及び提供について、制限をするもの。３つとし

て、特定個人情報について、本人が委任した代理人による開示、訂正及び利用の停止の請求を認めるもの。４つ

として、情報提供等記録について、事案の移送及び利用停止請求を認めないものなどでございます。 

では、各条ごとに改正内容を説明してまいりますので、恐縮ですが、少々時間が長くなりますがよろしくお願

いします。１２ページをお願いいたします。塩尻市個人情報保護条例新旧対照表の１条関係でございます。この

１条関係部分が平成２７年１０月５日から法律の施行と同日施行となる部分でございます。第２条の改正でござ

いますけれど、本条例の全てにかかわる重要な用語の定義を定めるものです。現行の第１号を削りまして、現行

の第２号を第１号とし、新たに第２号で個人情報、第３号で保有個人情報、第４号で特定個人情報、第５号で保

有特定個人情報の用語の定義をするものでございます。第２号の個人情報の再定義でございますが、現行の第１

号に定められております個人情報の定義のうち、ただし書き部分以降を削除するものでございます。これは、国

において行政機関個人情報保護法及び番号法において、個人情報の定義の中で個人事業主及び法人の役員の情報

も含める取り扱いであるため、本市の条例におきましても同内容とするためのものでございます。第３号の保有

個人情報とは、第１号で定義をしております実施機関の職員が職務上で作成、または取得した個人情報のうち、

当該機関の職員が組織的に利用する個人情報で、現に保有している情報を言います。また、その情報は塩尻市情

報公開条例第２条第２号に規定されております文書、図面、写真、フィルム、磁気テープ、磁気デスクによるも

のとし、情報公開条例との整合をとるものでございます。第４号の特定個人情報とは、番号法の第２条第５号に

より規定される１２桁の個人番号を含む個人情報を指します。第５号の保有特定個人情報とは、当該機関の職員

が組織的に利用する特定個人情報で、現に保有している特定個人情報を指します。 

次に１３ページ、第３条及び第７条の改正につきましては、用語の整理であります。以後、用語の整理に該当

する部分については、説明を省略させていただきます。 



 

 

次に１４ページをお願いいたします。第８条第１項の改正でございます。個人情報ファイルに関する定義の整

理をするものです。また、同項第８号の改正は、第２条第３号の改正におきまして、保有個人情報の用語の定義

を行いましたので、それに対応して条文中の個人情報を保有個人情報に改めるものでございます。以下、多くの

条文の中にこの部分が生じておりますが、全てこの理由によりますので、以降、同内容の部分の説明は用語の整

理と同様に省略させていただきますので、よろしくお願いします。 

次に第９条第１項の改正でございます。個人情報の収集の範囲の明確化を図るものでございます。第２項は実

施機関が行う特定個人情報の収集に関して、番号法第１９条との整合を図るものでございまして、番号法の第１

９条では、番号法上の特定個人情報の収集制限を示しており、それに沿うように条例においても定義を行うもの

でございます。第２項から次ページの第５号の説明は省略させていただきます。 

次に第１０条の改正でございます。次のページのほうに第１０条の２というのが出てまいりますけれど、１０

条の２では、保有特定個人情報の提供に関する制限の規定を新たに定めるため、ここの第１０条においては取り

扱いが異なる部分となります保有特定個人情報の部分を除くものです。次に１６ページをお願いいたします。第

１０条の２の新設でございますけれど、保有特定個人情報の提供に関して新たに定めるもので、番号法の１９条

の各号に該当する部分を除き、本条例の第２条第１号に定める当該実施機関以外の者には提供できないものとす

るものでございます。 

次に第１１条の説明は省略させていただいて、次に１７ページの第１３条第１項の改正でございます。コンピ

ューター間における情報の提供に関して禁止を定めるものでございますが、マイナンバーの利用については、番

号法の範囲内での情報のやりとりに限られるため、第１項に示すように法の規定に基づき提供する場合は、適用

除外とするものです。 

次に第１４条及び１８ページの第１５条の説明は省略させていただいて、次に第１６条第１項の改正でござい

ますけど、これはただし書きを追加するものです。誰でも自己の保有個人情報の開示請求ができますが、法令で

特別の手続が定められている場合は除くものでございまして、以下第２６条、第２９条においても同様にただし

書きを加えてございますし、またそれに伴いまして、第３５条の第２項では削ってございますので、同じ理由で

ございます。 

 次に第１７条及び１８条は省略をさせていただいて、２０ページをお願いします。第１８条の２の新設でござ

います。この新設は保有個人情報の開示請求を受けた場合に、他の実施機関から提供されたものなど、本来請求

を受けるべき機関がほかにある場合には、現に請求を受けた個人保有情報を有する実施機関に事案を送付できる

こととする規定を新しく加えるものです。想定される事例としましては、市長部局に提出された保有個人情報の

開示請求において、対象となる保有個人情報が教育委員会から提供を受けたものであるような場合には、開示請

求者に請求先の訂正を求めるものではなく、市長部局と教育委員会が協議の上、教育委員会に事案を移すことが

できるようにするものです。なお、この場合には、市長部局は開示請求者に書面により事案を移送したことを通

知することといたします。また第２項では、移送を受けた実施機関が開示に対する可否に関して決定等を行う。

また、移送前に行った行為は、移送を受けた実施機関が行ったものと見なす規定でございます。第３項では、移

送を受けた実施機関が保有個人情報の開示をする旨を決定したときは、当該実施機関が開示を実施し、移送した

実施機関は必要な協力をするという規定を定めるものでございます。 



 

 

次に第１９条、第２０条及び２３ページの第２１条第１項の説明は省略させていただいて、第２１条第２項の

改正でございます。保有個人情報の開示方法を情報の保有形態に応じてより明確化するもので、電磁的記録等に

記録されているものにつきましては、実施機関が定める方法により行うものとするものでございます。 

その下、第３項及び２４ページの２２条から２５ページの２８条までは省略いたします。次に２６ページの第

２８条の２の新設でございます。さきの１８条の２においては、保有個人情報の開示請求の事案の移送に関する

規定を新たに加えましたが、この２８条の２においては、保有個人情報の訂正請求の事案移送に関する規定を新

たに加えるものです。第１項においては、１８条の２第３項の規定に基づきまして、保有個人情報の開示請求の

事案移送を受けた実施機関が行った開示の結果、その請求者からさらに情報訂正の請求がなされた場合において、

その請求の可否等を判断するに当たって正当な理由がある場合には、他の実施機関に訂正請求事案の移送ができ

ることとし、移送を行った機関は、請求者にその旨を通知するものです。第２項は、移送を受けた実施機関が訂

正決定をするものとし、移送前に行われた行為は移送を受けた実施機関が行ったものとみなすものです。２７ペ

ージの第３項でございます。移送先の実施機関が行った訂正決定に基づいて、移送もとの実施機関も該当部分の

内容を訂正するものであります。 

次に２８条の３の新設でございます。訂正決定に基づく、保有個人情報の訂正が実施された場合は、必要に応

じて当該保有個人情報の提供者に遅滞なくその旨を文書により通知する規定を加えるものです。 

次に第２９条から２８ページの第３１条までは省略をさせていただいて、次に２９ページの第３５条の改正で

ございます。見出しをですね、他の制度等との調整から他の法令等との調整に改め、現行の第２項の規定を踏襲

するものでございます。 

次に３０ページの第３６条から４１条は省略させていただいて、３１ページをお願いします。ここから第２条

の新旧対照表になりますが、この部分は平成２８年１月１日から施行となる部分で、実際にマイナンバーの利用

が開始されることに伴うものでございます。１０条の２の改正は、新たに保有特定個人情報の提供制限に利用制

限の規定を追加するもので、１月１日から番号法に基づく１２桁の個人番号を含む、保有特定個人情報の取り扱

い事務が可能となりますので、第１項においては、目的以外の利用禁止を、第２項においては、目的以外に利用

できる範囲を、そしてさらにただし書きにおいて、目的以外利用が本人また第三者の利益を不当に侵害する場合

の利用制限を定め、現行の規定を第３号に繰り下げるものでございます。 

次に第１６条第１項の説明は省略させていただいて、３２ページの第２項の改正でございます。現行、本市に

おきましては、本人が入院中または国外へ出張中等、特別の理由がある場合に限り、任意の代理人から開示請求

等を認めております。国の行政機関個人情報保護法におきましても、当初は法定代理人のみを認めておりました

が、しかし、番号法の制定において、税理士等の代理人による申請等のニーズが高いと見込まれるため、行政機

関情報保護法を番号法に合わせて、特定個人情報に関しては、本人の委任による代理人による開示請求に応じる

こととしましたので、そのため条例におきましても法律に合わせて改正を行うものでございます。 

次に第１７条及び第２１条の説明は省略させていただいて、３３ページの第２９条第１項ウの改正でございま

すけれど、該当する部分を追加するものです。エは、新たに番号法の第２８条の規定違反の事例を加えるものと

なります。 

次に３４ページをお願いします。第３条関係の新旧対照表ですが、この部分は、番号法の附則第１条第５号に



 

 

掲げる規定の施行の日から施行となる部分で、いわゆるマイナポータルの運用が開始されることに伴い、追加と

なる部分の改正となります。第２条第６項の新設でございます。新たに情報提供等記録の用語の意味を加えるも

のです。番号法の第２３条第１項では、情報照会者及び情報提者は特定個人情報に関して提供の求め、または提

供があった場合には、次の事項を記録として残すこととしておりまして、１つとしまして情報照会者及び情報提

供者の名称、そして２つとして提供の求めの日時、それから提供があったときはその日時、３つとして特定個人

情報の項目、４つとして、さきの３つのほか総務省令で定める事項となっておりまして、これがいわゆるマイナ

ポータルに記録されていくということです。また、第２３条第２項では、照会及び提供が行われた情報が非開示

情報に該当する場合には、その旨をさきの第１項に加えて記録することとしております。 

次に第１０条の２から最後の第２９条までの改正は、情報提供記録について事案の移送及び利用停止請求権を

認めない。特定個人情報から情報提供等記録を除くものでございます。その中で、３６ページの２８条の３第２

項の追加は、実施機関が情報等記録の訂正を決定に基づいて行った場合には、必要に応じて総務大臣、それから

番号法に規定される情報の照会者、提供者に遅滞なく、その旨を書面によって通知することを定めるものでござ

います。以上、大変長くなりましたが、説明は以上でございます。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 

○副委員長 ちょっとよくわからないんですが、単純なところから二、三点お聞きしますが、１４ページのとこ

ろから、後のほうにも使用されていますが、旧の中での使用という表現が、新しいほうでは利用というふうにな

っていますけど、この定義の違いというか、どういう意味の違い。 

○庶務課長 これは用語の整理ということで、御理解をいただければと思います。 

○副委員長 それはわかるんだけども、使用と利用の意味の違いを伺ってる。 

○庶務課長 では、係長からお答えさせていただきます。 

○行政係長 今の条例、全部新旧に載ってないんですけど、この中でも混在、実はしている部分がございまして、

あと国の法律は全て利用で統一されておりますので、ここで全て利用という形で整理をして、法律と条例上全て

の整合をとったという形です。 

○副委員長 しつこいようだけど、それはいいんだけど、使用と利用の違い。使用ということの意味と利用とい

うことの意味の違い、法的に。 

○行政係長 同義として取り扱っております。 

○副委員長 同義。 

○行政係長 同じ意味という形で、この条例上では使っております。 

○副委員長 １６条、１８ページの下ですが、開示請求権で何人も請求できるんですが、ただし当該ね、特別な

手続が定められているときはこの限りでない。この特別な手続が定められている、定めの内容を教えてください。 

○庶務課長 係長から答えさせていただきます。 

○行政係長 この条例では、個人情報の一般的な開示の内容について定めております。ただ、ほかの法律におい

ても個人情報を出していく場合があります。例えば住民基本台帳法であったりとか、そういった他の法令で開示

ができるというものについては、この条例では開示はしませんという内容になっております。以上です。 

○副委員長 だから、それが定められているほうが、特別なもののほうが優先するという考え方でいいわけです



 

 

ね。 

○行政係長 ええ、そちらを優先するということであります。 

○委員長 ほかの皆さん、どうでしょうか。 

○永井泰仁委員 ３０ページのとこのいわゆる実施状況の公表ということで、保有個人情報の開示、訂正、また

は利用停止等の実施状況を公表するものとするということで、これまでもそうなってましたが、具体的にこの実

施状況の公表というのは、どんな方法でされてきてますか。 

○庶務課長 広報において１年間の状況をお知らせしております。 

○永井泰仁委員 その下の３９条で、悪さをした人は早く言えば、１年以下の懲役、または５０万円以下の罰金

に処するということですが、これは事件として成立とか、裁判か何かで確定すれば、この罰金になるという、そ

ういうことでしょうか。 

○庶務課長 はい、そのとおりです。 

○柴田博委員 先ほどの説明の中で住民票コードというのが１回出てきましたけども、マイナンバーを使うよう

になって、住民票コードというのは、今のやつはどうなるんでしょうか。 

○市民課長 住民票コードは、そのまま残ることになります。 

○柴田博委員 その場合に、その住民票コードから、例えばマイナンバー、個人の番号がわかったり、個人の番

号からその人の住民票コードがわかったりというようなことが可能になるわけですか。 

○市民課長 コード自体からは判別不能となっております。 

○柴田博委員 そうすると、その住民票コードというのは、これからどういうふうな場合に使われることになる

わけですか。どういうように利用するわけですか。 

○市民課長 係長から御説明させていただきます。 

○市民係長 法の改正に伴いまして、市町村及び県等の自治体のみ、また特別として総務省が利用できるという

ことで、法の改正でかなり使う領域が狭まるということになりますので、御理解をお願いしたいと思います。で

すので、表向きは、もう個人番号を使っていく、住民票コードはほぼ表には出てこない状況になるというような

感じになるかと思いますので、よろしくお願いします。 

○柴田博委員 それとですね、先ほど２０ページのところの事案の移送という、１８条の２のところの説明の中

で、例えばという形で、例えば市長部局のところに請求があったけど、それは実際には教育委員会から来た情報

だった場合にはどうのこうのって話がありましたが、具体的な事例としてどんなものがあるのか。もしあれば、

わかれば教えてもらいたいですけど。 

○庶務課長 今、現に具体的な事例というのはないわけでございますけれど、例えば、本来教育委員会が持って

る情報でですね、その一部を市長部局が利用して作成したような情報があったとして、現にどんな部分があるか

というのは非常に難しいんですが、そうした場合に、本来であれば教育委員会にまっすぐ情報請求をしていただ

いたほうが早いんですけど、たまたま市長部局に情報公開請求があれば、こちらから御本人呼んで向こうに出し

直してねって言うんではなくて、こちらからそういう場合に該当したら、教育委員会のほうへ送りますと。それ

で御本人には送りましたよという通知を差し上げるという、市民というか、情報公開請求される方にとって便宜

を図るという、そういう改正になりますけれど、意味合いとしては。現に、具体的にどういう情報がそれに該当



 

 

しているかとっていうのは、ちょっと今のところは。 

○情報政策課長 その件につきまして、係長から。 

○情報企画係長 国のほうではですね、基本的に個人を扱う情報は、全て市長部局とは限っていないというふう

に考えておりまして、例えば児童の手当ての問題だとか、学校に関係するようなもので、今回の個人番号を利用

できるというふうに規定されている事務について、そちらのほうのところに照会があった場合に、本来であれば

市長部局で取り扱うべき特定個人情報を教育委員会で取り扱っているという考え方になるもんですから、そこん

ところのやりとりをするために、わざわざ今回規定を教育委員会から市長部局への通知みたいなところがふえて

いるはずだと思います。 

○永井泰仁委員 関連で、今の。さっきよく聞けばよかったんですが、マイナンバーカードは、有効期間という

のが、大人と子供と多分違うようだと思うんですが、その辺の有効期間ちょっと説明してください。 

○市民課長 有効期間につきましては、成人は１０年、未成年は５年ということでございます。 

○委員長 どうでしょうか。いいですか。 

 それでは、これより自由討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないので、議案第１２号塩尻市個人情報保護条例の一部を改正する条例については、原案のとおり認

めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第１２号塩尻市個人情報保護条例の一部を改正する条例につきましては、全員

一致をもって可決すべきものと決しました。 

○市民課長 それでは、先ほど国民健康保険事業特別会計決算のときに御質問のありました、まず柴田委員から

の御質問がありました件ですけれども、決算説明資料の８５ページに内訳がございました。私もちょっと、決算

説明資料の８５ページに歳入歳出の案分率が出ております。そういうことで、左の真ん中辺に一般会計繰入金と

いうのがございまして６．４％、２６年度の決算で言いますと、この金額が市の持ち出し分ということになりま

す。 

 それから永井委員から御質問のありました葬祭費でございますけれども、１９市の中で葬祭費を支出していな

いというところはございません。ただし、金額が３万円という市が６市、あとの１３市につきましては、市も含

めて５万円でございます。 

それからレセプトの審査支払い手数料ですけれども、療養給付費、また療養費、両方とも１件５０円という単

価、また電算の処理手数料につきましては、１件６８銭という単価でございます。以上です。 

○柴田博委員 先ほどの国、県、市の加入者の負担割合ですけど、さっきの８５ページの表で、例えば歳入のと

ころにある前期高齢者交付金というのが２５．４％ってありますけど、これは県なのか、国なのか、市なのかっ

ていうふうにして、それぞれ合計で１００になるように教えてくださいっていう話。 

○市民課長 わかりました。じゃあ、それは後ほどにさせていただきます。 



 

 

○柴田博委員 お願いします。 

○委員長 それでは、次に移ります。 

────────────────────────────────── 

議案第２５号 平成２７年度塩尻市一般会計補正予算（第３号）中 歳入全般、歳出１款議会費、２款総務費、

４款衛生費中１項保健衛生費５目環境衛生費、９款消防費、第２条債務負担行為補正、第３条地

方債補正 

○委員長 議案第２５号平成２７年度塩尻市一般会計補正予算（第３号）を審査いたします。慣例によりまして、

歳出から説明していただきます。歳出１款議会費から説明を求めます。 

○議会事務局次長 それでは、議案第２５号、１４、１５ページをお願いいたします。１款議会費ですが、補正

額、説明欄白丸、議会活動費の中の被服費５万３，０００円でございますが、これにつきましては、ことし行わ

れました塩尻市会議員一般選挙におきまして、新人議員さんが５名当選したということで、当初目だしだけだっ

たものが不足したということで、被服費の作業ズボン等増額補正をするものでございます。以上でございます。 

○人事課長 それでは、２款総務費１項総務管理費１目一般管理費の中の人事事務諸経費の中に人事給与システ

ム改修委託料２１１万９，０００円をお願いするものでございます。これは、いわゆるマイナンバー制度に対応

するために人事給与システムを改修するものでございます。以上でございます。 

○会計管理者 続きまして、会計事務諸経費でございますけれども、やはり理由といたしましては、今、人事課

長の説明と同様でございます。マイナンバー制度に伴う、財務会計システムの改修に伴う委託料の増額をお願い

するものです。以上です。 

○財政課長 次の５目財産管理費の基金積立金でございます。決算剰余金６億４，９００万円余の剰余金が出ま

した。法の規定によりまして、その２分の１を下回らない額を積み立てるということで、財政調整基金元利積立

金に３億２，５００万円を積み立てるというものでございます。 

○企画担当課長 ６目企画費でございます。１３節委託料が１０７万円の減、それから１４節使用料及び賃借料

７，０００円の増、それから１９節負担金補助及び交付金で５９０万６，０００円の増をお願いするものでござ

います。内容でございますが、白丸の一番目、シティプロモーション事業でございますが、黒ポツの１つ目、ポ

ータルサイト特設案内使用料でございます。こちらにつきましては、大手のポータルサイトに塩尻市ふるさと寄

附金の情報を提供してございますけれども、さらに納付者の利便性を図るため、クレジット決済の機能を追加す

るものでございます。それから２つ目でございます。シティプロモーション推進事業負担金でございます。こち

らの中身につきましては、現在策定をしております移住・定住・好住アクションプランに基づき、今年度下期に

おいて戦略的に実施するものを計上してございます。主な取り組みといたしましては、住まい情報ポータルサイ

トやパンフレットなどの情報発信ツール、それから都市部でのプロモーションイベント、都市部在住者のツーリ

ズムイベント、それからフィルムコミッションの推進などを予定しておりまして、こちらにつきましては、塩尻

市シティプロモーション推進会議への負担金として計上させていただいております。 

それから、白丸の２つ目、移住定住促進事業につきましては、先ほど申し上げました負担金への組みかえによ

る減ということでございます。説明は以上でございます。 

○情報政策課長 次のページに行っていただいて１６ページでございます。７目の情報開発費でございます。１



 

 

１節の需用費ということで、情報処理事務諸経費２７万６，０００円をお願いしたいと思います。これは、現在

ＵＳＢメモリーという形で、自分で職員が暗号化をかけて運用しているんですけれども、それをさらにセキュリ

ティーを向上するために、自分だけで人間が介在せずに暗号機能がついたＵＳＢメモリーを３０個新たに購入す

るものでございます。以上です。 

○市民課長 それでは、次の戸籍住民基本台帳費について御説明いたします。備考欄の１つ目の黒ポツ、臨時職

員賃金につきましては、マイナンバー制度に対応するために１０月から臨時職員２名を雇用したいというもので

ございます。次の個人番号カード管理システム業務委託料は、全協のときでもお話ししましたけれども、カード

発行の際の混雑を避けるために、番号カードの交付に伴う予約管理システムを追加するためのシステム改修委託

料でございます。次の住基システム使用料につきましては、裏書きシステムというものと住民記録ネットワーク

統合端末の使用料になります。裏書きシステムですけれども、１０月以降に届きます個人番号の通知カード、こ

れにつきましては、氏名、住所、生年月日、性別の４情報がカードに記載されております。それらにつきまして、

転入、転出、転居、婚姻などによって４情報の一部が変更になった場合は、それを修正する必要がございます。

それにつきましては、カードの裏面に記載する部分がありまして、それへの住所や氏の変更を修正記載するため

のシステムでございます。それから、なおこの裏書き印字システムにつきましては、市民課に２台、それから異

動届を取り扱っております広丘、吉田、楢川の３支所各１台ということで、計５台を導入する予定でございます。

また、住民記録ネットワーク総合端末につきましては、個人番号カードが発行された後のことになりますけれど

も、個人番号カードのＩＣチップの中にも４情報が記録されることになりますので、異動を取り扱っております

広丘、吉田、楢川支所に各１台ずつ、計３台を置きたいというものでございます。市民課については、既にある

ものを使うということでございます。次の個人番号カード管理システム使用料につきましては、先ほど改修委託

料ということでお話ししました予約管理システムのシステム使用料ということでございます。一番最後の備品購

入費につきましては、個人番号カードを発行するのに伴いまして、現在の窓口レイアウトを変更するためのカウ

ンター等の購入費でございます。なお、これらの費用に充てるために、個人番号カード交付事務補助金が国から

交付されることとなっております。私からは以上です。 

○選挙管理委員会事務局長 同じページの選挙費になりますけれども、４月に行われました統一地方選挙終わり

ましたので、その事業の執行額が確定したために減額するものであります。県議会議員選挙につきましては、２

９１万６，０００円の減、それから市議会議員選挙につきましては、８４３万８，０００円の減ということにな

っております。以上です。 

○生活環境課長 ２０、２１ページをお願いしたいと思います。右側の説明欄の中断下になりますが、公衆衛生

施設管理等事業で、７９万７，０００円の補正をお願いするものでございます。この事業につきましては、公衆

浴場の浴槽ボイラー、給排水等の改善を図る事業者に対しまして、市が２００万円を限度に事業費の３分の２の

補助金を交付するもので、県はその２分の１を補填するというものでございます。具体的には、大門一番町にあ

ります桑の湯さんが、事業の実施について市を通じまして県に要望していきましたところ、本年６月に県の補助

金の交付の内示がありましたので、これにあわせて市も補助金の補正をお願いするものでございます。改善事業

の内容につきましては、湯上がり用の貯湯タンクの取りかえということで、事業費が１１９万円余といったもの

になっております。補正額は今の事業費の３分の２の７９万７，０００円ということで、左側に県の県支出金３



 

 

９万８，０００円もあわせて補正をお願いしたいというものでございます。よろしくお願いします。 

○消防防災課長 それでは、２４、２５ページをお願いいたします。９款１項２目の非常備消防費、２５ページ

の説明欄、２番目の白丸になりますが、消防団諸経費６９万１，０００円のうち消耗品費５２万６，０００円に

つきましては、消防団員の災害現場等での安全を確保するための消防用安全靴６５足を購入し、部長以上に支給

するものです。これは、来年度から計画的に整備を図る予定としておりました消防団員用安全靴につきまして、

本年度消防基金が行っております消防団員安全装備品整備等助成事業に応募したところ採択され、一部の団員用

ではありますが、消防団員用安全靴６５足分について財源措置されることになったことに伴いまして、整備計画

を一部前倒しして、部長以上の団員に安全靴を支給することとしたものであります。なお、残りの団員分につき

ましても引き続き計画的に配備を進める予定であります。次に車両修繕料１６万５，０００円につきましては、

宗賀分団第４部の積載車が消防団の訓練に出動した際、運転操作を誤り本山区のグラウンドのフェンス支柱に車

両を接触させ、車両右側後部ドア等を破損させたため、これを修理するものでございます。 

 次に３目の消防施設費のうち消防施設整備費、消火栓新設改料負担金１４４万５，０００円につきましては、

消火栓器具の老朽化により放水不能となっております消火栓の修理を行うため、補正をお願いするものでござい

ます。以上です。 

○財政課長 それでは、歳入に移りますので１０、１１ページをお願いいたします。まず１３款使用料及び手数

料でございます。説明欄ございますとおり、先ほど手数料徴収条例でありましたとおり、通知カードと個人番号

カードの再交付の手数料を計上するものでございます。これは再交付でございますので、それぞれ１，０００円

の目だし予算でございます。 

 次の個人番号カード交付事務費補助金につきましては、先ほど歳出で説明のありました人件費、リース料など

交付事務に係る経費に対する国からの補助金でございます。 

 続きまして、土木費国庫補助金でございます。社会資本整備総合交付金（耐震）１３２万４，０００円でござ

います。これにつきましては、耐震診断につきまして、年次別、地区別にですね、ダイレクトメールを送りまし

て希望調査を行うということにいたしました。まず本年度、大門地区で実施をいたしましたところ７８件の要望

がございました。既決予算で不足をいたします６８件分の耐震診断の業務委託料を歳出で補正をいたします。そ

の委託料に対します２分の１の国庫補助金を計上するというものでございます。 

 次、県支出金でございます。木育推進事業補助金２９万円でございます。これはこども広場に整備をいたしま

す木製の木のおもちゃの整備に対します県の森林税を活用いたしました１０分の１の県からの補助金収入を計上

するというものでございます。 

次の公衆浴場経営安定化助成事業等補助金３９万８，０００円につきましては、先ほど歳出で説明のありまし

た桑の湯に対する市の補助金に対します、県からの２分の１の補助金収入を計上するというものでございます。 

 続きまして、４目農林水産業費県補助金でございます。まず新規就農・経営継承総合支援事業補助金４５０万

円でございます。これにつきましては、青年就農給付金の受給希望者が確定をいたしましたことに伴いまして、

本年度１５０万円の３人分を歳出で増額補正いたします。その１０分の１０の県からの補助金収入を計上するも

のでございます。 

 一番下の森林整備地域活動支援事業交付金６５万３，０００円でございます。これにつきましては、作業前の



 

 

計画調査に対します市の交付金８７万円を歳出で補正計上をしてございます。それに対します県からの４分の３

の補助金収入を計上するものでございます。 

 おめくりいただきまして、５目土木費県補助金でございます。説明欄、住宅・建築物耐震改修促進事業補助金

につきましては、先ほど国庫支出金で申し上げました耐震診断業務委託料に対します、こちらは県からの４分の

１の補助金収入でございます。 

 続きまして、総務費委託金、県議会議員選挙費委託金につきましては、２９１万６，０００円の確定に伴う減

でございます。 

 それから続きまして、１９款繰越金でございます。決算剰余金、昨年度６億４，９１２万円余が剰余金として

確定をいたしました。そのうちここで、３億９，５３３万９，０００円をここに計上させていただきまして、今

回の補正予算の収支を調整を図ったものでございます。したがいまして、繰越金と当初予算を差し引きました残

り、あと決算剰余金の残り２億１，８００万円余を今後の補正財源として留保しているというものでございます。 

 次の諸収入でございます。市有物件共済金、これにつきましては、歳出の消防費で説明のありました宗賀分団

の積載車の修繕費の全額、この共済金で補填を受けるというもので１６万４，０００円でございます。次の消防

団員安全装備品整備等助成金につきましても、先ほど説明のありました安全靴購入費に対します消防基金からの

１０分の１０の助成金の収入を計上するものでございます。 

 最後の２１款市債につきましては、公共事業等債（道路）については、市道南熊井郷原線の歩道改修工事費２

５０万円に係るもの。その次の公共事業等債（塩尻地区）につきましては、同じく市道南熊井郷原線の排水路整

備工事８０万円に係るものでございまして、いずれも充当率９０％でございます。 

 次４ページまでお戻りをいただきたいと思います。４ページ、第２表債務負担行為補正でございます。ごらん

の４施設の指定管理につきまして、本議会に指定の議案を上程してございます。それぞれの期間及び限度額を定

めるものでございます。 

 おめくりをいただきまして５、６ページでございます。こちらは、第３表地方債補正でございまして、先ほど

申し上げました起債の限度額を変更するものでございます。以上でございますので、よろしくお願いいたします。 

○委員長 それでは、１時まで休憩をいたします。 

午後０時０１分 休憩 

――――――――――― 

午後０時５８分 再開 

○委員長 それでは、休憩を解いて再開をいたします。財政課長から発言を求められております。 

○財政課長 大変申しわけございません。先ほどの一般会計の歳入の１３ページ市債のところで、私ちょっと間

違った説明をいたしましたので訂正をお願いいたします。１３ページの一番下２つでございます。公共事業等債

の道路のところ、工事費です。歩道改修工事２，５００万円と申し上げるところを２５０万円と説明をしてしま

しました。その下の塩尻地区につきましては、排水路整備工事８００万円と申し上げるところを８０万円と説明

してしまいました。それぞれ２，５００万円の工事費、８００万円の工事費が正しい工事費でございますので、

訂正をさせていただきます。大変失礼をいたしました。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問ございますか。 



 

 

○柴田博委員 １４、１５ページの人事給与システムと財務会計システムの改修委託ですけれども、財源を見る

と一般財源ということになっているんですが、これは国からはお金が出ないんでしょうか。 

○人事課長 人事給与システムの改修委託料のほうにつきましては、単費でございますので国からは補填はござ

いません。以上です。 

○柴田博委員 国から出る分と出ない分を前ちょっと一度聞きましたけれども、もう一度どの部分について国は

システム改修費を出すのか、どの部分は市が出さなきゃいけないのかっていうのをもうちょっと説明ください。 

○情報政策課長 担当係長のほうから説明します。 

○情報企画係長 マイナンバーに関する補助金の関係なんですけれども、基本的には住民の個人情報に関するシ

ステムにかかわるもの。ですので、住民記録であったり、税であったり、福祉であったりと言ったものに関して

は、国のほうでそれなりの補助率、全額になってる部分もあれば、３分の２になってるものもございますけれど

も、それが出ます。今回、塩尻市が事業者と言うなり、形になっているもの、人事給与であったり、財務会計で

あったりするものは、広く全ての事業者に対してかかわるものということで、国では補填はしないというふうに

なってございます。 

○柴田博委員 言ってることはわかるんですけど、それでもシステム改修をしなきゃいけないというのは、国が

マイナンバーを導入するからであって、その分は国が見たって当然かと思うんですけど、そういう気持ちはない

ですか。 

○情報企画係長 制度上そうなっておりますので、委員のおっしゃることはよくわかりますけれども、現在の段

階では、国の制度上はそういう形になっておりますので、御理解をいただきたいと思います。以上です。 

○委員長 ほかにはどうですか。 

○副委員長 ２５ページで消防の消防団諸経費の消耗品、安全靴なんですが、６５足が用意できて、残りは幾つ

になるんでしょうか。 

○消防防災課長 全団員が８７０人おりまして、その中には音楽隊も入ってますので、その音楽隊除きまして、

今回６５足配布になりますので、あと実働団員ということで７８５足になります。 

○副委員長 さっきの説明では部長以上っていうふうに聞こえたんですが、全員に配給するっていうことですか。 

○消防防災課長 今回の数については、部長全員に配置をするものでございまして、将来的には全団員に配置を

予定、全部行くと７８５足あと購入していく予定です。 

○副委員長 これは、今回と同じような補助か何かを使えるわけです。一般財源になるわけですか。 

○消防防災課長 今回のは運よくと言いますか、採択をされましてあれなんですけど、一般財源を考えておりま

す。 

○副委員長 安全靴って言うんですから、安全性がより高まる靴だと思うんですけども、できるだけ差がつかな

いように短い時間で配備してあげるようにしてください。要望です。 

○委員長 ほかにはどうでしょうか。 

○中原巳年男委員 先ほどの１７ページのとこで、住基システム使用料っていう中で、裏に変更を、氏だとか、

住所変わったら記載するっていう説明があったんですが、例えばもう１回転居するとかってなったときは、再交

付の手続になるんですかね。 



 

 

○市民課長 記入するスペースはある程度ありますので、その方の住所の細かさにもよりますけれども、１回の

転居とかだけでは欄がいっぱいになるということはございません。 

○委員長 どうですかね。よろしいですか。 

それでは、これより自由討論を行いたいと思います。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないようですので、議案第２５号平成２７年度塩尻市一般会計補正予算（第３号）中、当委員会に付

託された部分については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第２５号平成２７年度塩尻市一般会計補正予算（第３号）中、当委員会に付託

された部分につきましては、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

────────────────────────────────── 

議案第２６号 平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） 

○委員長 次に、議案第２６号平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）を審査します。

説明を求めます。 

○市民課長 それでは、議案第２６号平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）につい

て、御説明をさせていただきます。１ページの第１条をごらんください。今回の補正予算につきましては、歳入

歳出それぞれ２億３，３９３万９，０００円を追加し、予算の総額を８５億４，７４８万５，０００円とするも

のでございます。 

それでは、歳入から説明をさせていただきますので、７、８ページをお願いいたします。３款１項１目の療養

給付費等負担金、こちらは歳出のほうでも補正をお願いしますが、後期高齢者支援金及び介護納付金の支払い見

込額が増額になることから、その３２％を国庫負担として受けるものを増額するものでございます。 

４款１項１目の療養給付費等交付金、これにつきましては、退職療養給付費等交付金で、前年度に概算交付さ

れているものが、翌年度に精算交付となるもので、過年度分として１２３万５，０００円を増額するものでござ

います。 

１０款１項２目のその他繰越金は、平成２６年度会計決算による翌年度への繰越金が確定しましたので、当初

予算との差額を増額をするものでございます。 

次に歳出です。９、１０ページをお願いいたします。３款１項１目の後期高齢者支援金、それと次の６款１項

１目の介護納付金につきましては、社会保険診療報酬支払基金への支払い見込額が増額になったことから、それ

ぞれ増額をお願いするものでございます。 

 ９款１項１目の財政調整基金積立金は、増額補正をしました前年度繰越金から１１款の諸支出金などを除きま

した額１億９，２０３万３，０００円を財政調整基金に積み立てたいというものでございます。 

 １１款１項３目の償還金は、前年度の療養給付費交付金の精算によりまして、国へ償還する３，５５５万円を

増額とするものでございます。説明は以上です。 



 

 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 

○柴田博委員 基金の関係ですけれども、１億９，０００万円余を積み立てるということですが、これによって

合計で基金はどのくらいになったのか、金額をお願いします。 

○市民課長 今年度１億９，２００万円余を積み立てますと、合計では４億３，４００万円になる予定でござい

ます。 

○柴田博委員 わかりました。 

○委員長 ほかにはどうですか。よろしいですよね。 

それでは、これより自由討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないようですので、議案第２６号平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 御異議なしと認め、議案第２６号平成２７年度塩尻市国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

については、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

────────────────────────────────── 

議案第２８号 平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

○委員長 次に議案第２８号平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）を審査します。

説明を求めます。 

○市民課長 それでは、議案第２８号平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）につ

いて説明をさせていただきます。別冊の１ページ、第１条をごらんください。後期高齢者医療事業特別会計、今

回の補正予算は、歳入歳出それぞれ３６２万１，０００円を追加し、予算の総額を６億６，２１０万円とするも

のでございます。 

 では、こちらも歳入から説明をさせていただきますので、７、８ページをごらんください。歳入の５款１項１

目の繰越金ですけれども、これは平成２６年度の会計決算による翌年度繰越金が確定しましたので、当初予算と

の差額を増額するものでございます。 

次に歳出ですが、９、１０ページをお願いいたします。２款１項１目の広域連合納付金、こちらにつきまして

は、保険料等徴収納付金を３４６万１，０００円増額するものです。これは、先ほど決算のときにも少し触れま

したが、出納整理期間中に徴収いたしました前年度の保険料を後期高齢者医療広域連合へ納付する金額でござい

ます。 

 次の３款１項１目の保険料還付金でございます。これは１６万円増額するものでございますが、２６年度の決

算におきまして、還付未済になっていた分を繰り越しました分還付するということで、還付金を増額するもので

ございます。説明は以上です。 

○委員長 それでは、質疑を行います。委員の皆様から質問はありませんか。 



 

 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 それでは、これより自由討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 次に、議案に対する討論を行います。ありませんか。 

〔「なし」の声あり〕 

○委員長 ないようですので、議案第２８号平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

については、原案のとおり認めることに御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、議案第２８号平成２７年度塩尻市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）

につきましては、全員一致をもって可決すべきものと決しました。 

○市民課長 済みません、先ほど補正予算の質疑の中で、柴田委員から御質問のありました基金の残高ですけれ

ども、私、積み立てのほうだけでお答えしてしまいました。当初予算で６，７５０万円取り崩すという予算を組

んでございますので、それも含みますと３億６，７００万円余という金額になります。 

それともう１つ、国保特別会計の決算のときに柴田委員から御質問のありました国、県、市等の負担割合の件

ですけれども、２６年度の決算額で計算しますと、国が３９％、県が９％、保険税で４０％、市の負担が１２％

というような負担構成割合になります。以上です。 

○委員長 以上で当委員会に付託されました案件の審査を終了いたしましたが、なお、当委員会の審査結果報告

及び委員長報告の案分につきましては、委員長に御一任を願いたいと思いますが、御異議ありませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

○委員長 異議なしと認め、そのようにさせていただきます。 

 継続審査はどうですか。 

────────────────────────────────── 

閉会中の継続審査申し出 

○総務部長 市議会閉会中の継続審査についてお願いいたします。本委員会が所管する企画政策部、市民生活事

業部、総務部において、それぞれ重要案件を抱えておりますので、閉会中におきましても協議会等の開催をお願

いする場合がございますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○委員長 それでは、理事者から御挨拶があればお願いいたします。 

────────────────────────────────── 

理事者挨拶 

○副市長 ２日間にわたりまして、慎重に御審査をいただきまして、提案をいたしました全ての案件につきまし

て、可決すべきものというふうにお認めをいただきました。審査の過程でいただいた御意見、御指摘に関しまし

ては、今後の行政運営に十分に生かしてまいりたいというふうに考えております。お礼を申し上げまして、御挨

拶とさせていただきます。どうもありがとうございました。 

○委員長 以上で、９月定例会総務生活委員会を閉会いたします。 

午後１時１０分 閉会 



 

 

 

 

 

平成２７年９月１７日（木） 

 委員会条例第２９条の規定に基づき、次のとおり署名する。 

 

 

総務生活委員会委員長  横沢  英一  印 


